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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期連結
累計期間

第16期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 2,949,185 3,705,519 4,430,457

経常利益又は経常損失（△） （千円） △42,167 220,440 112,674

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △27,177 147,091 956

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △49,589 120,937 △22,840

純資産額 （千円） 2,664,600 2,812,287 2,691,349

総資産額 （千円） 4,002,211 4,276,851 4,189,070

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △5.48 29.69 0.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.3 65.4 63.3

 

回次
第16期

第３四半期連結
会計期間

第17期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.82 11.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失」、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、当社の子会社２社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し
た事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

２【経営上の重要な契約等】
　 当第３四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した
ものであります。
 
(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、政府の財政・金融政策の効果により円安が継続する中、個

人消費は低調に推移したものの、企業収益や雇用情勢に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調が続きました。

　一方、原油価格下落や中国を中心としたアジア各国の景気減速など、世界経済の下振れが懸念されており、景気

の先行きは不透明な状況となっております。

　情報産業分野においては、クラウドコンピューティングやSaaSといった新規分野の拡大により、Webシステムの

重要性は一層高まっており、企業の設備投資については大企業を中心に改善の兆しが現れているものの、全般的な

コスト削減が求められ、依然として厳しい状況が続いております。

　このような情勢のもと、当社グループは、「①国内市場における確固たるプレゼンスの確立とグローバル展開の

加速、②ビジネス中枢分野及びグローバルで通用するソリューションへのレベルアップ、③サービス事業の全体レ

ベルアップと持続的な成長基盤の確立、④グループ経営のレベルアップと人材育成」を当期の重点方針として掲

げ、業績の向上に努めてまいりました。

　具体的には、「国内市場における確固たるプレゼンスの確立とグローバル展開の加速」として、BPMソリュー

ションによる業務効率化を積極的に進めるとともに、クラウド上で外部公開されているWeb APIや独自で作成した

APIなどをつなぎ合わせながらノンコーディングの業務アプリケーション開発が可能となる、システム基盤製品

「intra-mart Accel Platform」のアップデート版をリリースしました。

　「ビジネス中枢分野及びグローバルで通用するソリューションへのレベルアップ」としては、日本マイクロソフ

ト社が提供する『Microsoft® Office 365』と当社BPMソリューションとの連携機能を追加し、日本マイクロソフト

社のクラウドサービスである「Microsoft Azure」での動作を可能にしました。これによって当社製品と

SharePointOnlineがシームレスにつながることによって、一気通貫の業務処理と大幅な効率化、統制強化が可能と

なりました。

　また、成長するIoT マーケットに向けた展開を強力に推進するため、予防保全分野で数多くの実績を有するクオ

リカ社の設備保全アプリケーション「CareQube」について、当社基盤に対応した新バージョンをリリースすること

で合意しました。

　この結果、当社グループの平成28年３月期第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高3,705,519千

円（前年同四半期比25.6％増）、営業利益220,276千円（前年同四半期は営業損失51,808千円）、経常利益220,440

千円（前年同四半期は経常損失42,167千円）、親会社株主に帰属する四半期純利益147,091千円（前年同四半期は

親会社株主に帰属する四半期純損失27,177千円）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりです。

①　パッケージ事業

「intra-mart」は、全国の特約店パートナを通じて販売しており、従来のワークフローから業務プロセス改善、

基幹領域へシフトした基盤製品の上位モデルの販売を中心に、文書管理などの新基盤に対応したアプリケーショ

ン分野でも受注が続き、全般的に堅調に推移しました。

　この結果、売上高は1,928,888千円（前年同四半期比17.0％増）となりました。
 
②　サービス事業

　「intra-mart」を利用したシステム開発やコンサルティングなどの周辺サービスは、子会社での受注に遅れが

見られるものの、金融系の継続案件やクラウド関連のSI案件、パッケージ製品の受注の伸びに伴うコンサルティ

ングサービスの伸長などにより、全般に好調に推移しました。

　この結果、売上高は1,776,631千円（前年同四半期比36.7％増）となりました。
 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、14,588千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,200,000

計 11,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年１月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,955,000 4,955,000
東京証券取引所

（マザーズ市場）

単元株式数

100株

計 4,955,000 4,955,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 4,955,000 － 738,756 － 668,756

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,954,100 49,541 －

単元未満株式 普通株式　　　　900 － －

発行済株式総数 4,955,000 － －

総株主の議決権 － 49,541 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,832,521 2,100,859

売掛金 839,667 716,071

たな卸資産 ※１ 116,546 ※１,※２ 170,458

繰延税金資産 36,603 36,498

その他 114,317 126,276

流動資産合計 2,939,656 3,150,163

固定資産   

有形固定資産   

建物 85,459 93,431

減価償却累計額 △17,245 △22,325

建物（純額） 68,214 71,106

工具、器具及び備品 93,864 99,676

減価償却累計額 △54,134 △62,515

工具、器具及び備品（純額） 39,730 37,160

有形固定資産合計 107,944 108,267

無形固定資産   

ソフトウエア 800,125 773,315

ソフトウエア仮勘定 150,318 54,137

その他 72 72

無形固定資産合計 950,516 827,526

投資その他の資産   

敷金及び保証金 120,280 109,203

繰延税金資産 70,601 81,636

その他 70 54

投資その他の資産合計 190,952 190,894

固定資産合計 1,249,413 1,126,688

資産合計 4,189,070 4,276,851
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 216,800 198,249

未払法人税等 113,927 53,097

前受金 667,713 783,802

賞与引当金 78,075 20,510

その他 214,311 171,449

流動負債合計 1,290,827 1,227,110

固定負債   

退職給付に係る負債 178,140 204,958

資産除去債務 28,752 32,495

固定負債合計 206,892 237,454

負債合計 1,497,720 1,464,564

純資産の部   

株主資本   

資本金 738,756 738,756

資本剰余金 668,756 668,756

利益剰余金 1,203,487 1,350,578

株主資本合計 2,610,999 2,758,091

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 40,697 39,482

その他の包括利益累計額合計 40,697 39,482

非支配株主持分 39,653 14,714

純資産合計 2,691,349 2,812,287

負債純資産合計 4,189,070 4,276,851
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 2,949,185 3,705,519

売上原価 1,903,900 2,330,198

売上総利益 1,045,285 1,375,321

販売費及び一般管理費 ※ 1,097,093 ※ 1,155,045

営業利益又は営業損失（△） △51,808 220,276

営業外収益   

受取利息 137 57

協賛金収入 3,700 4,480

補助金収入 4,787 -

その他 1,068 231

営業外収益合計 9,693 4,768

営業外費用   

為替差損 - 4,365

固定資産除却損 52 238

営業外費用合計 52 4,604

経常利益又は経常損失（△） △42,167 220,440

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△42,167 220,440

法人税等 11,557 97,477

四半期純利益又は四半期純損失（△） △53,725 122,962

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△27,177 147,091

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △26,548 △24,128

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 4,135 △2,025

その他の包括利益合計 4,135 △2,025

四半期包括利益 △49,589 120,937

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △24,695 145,876

非支配株主に係る四半期包括利益 △24,894 △24,938
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

仕掛品 77,783千円 139,880千円

貯蔵品 1,464 3,359

商品 37,298 27,218

 

※２．損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品は、これに対応する受注損失引当金（当第３四半期連結会計期間

2,165千円）と相殺表示しております。

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年12月31日）

従業員給与手当 489,548千円 479,650千円

業務委託費 180,225 194,101

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 467,311千円 479,078千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月13日

定時株主総会
普通株式  12百万円 ２円50銭  平成26年３月31日  平成26年６月16日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 パッケージ事業 サービス事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,649,269 1,299,915 2,949,185

セグメント間の内部売上高又は振替高 23,885 41,324 65,209

計 1,673,154 1,341,239 3,014,394

セグメント利益又は損失（△） 372,440 △145,170 227,269

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 227,269  

セグメント間取引消去 8,500  

全社費用（注） △287,578  

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業

損失（△）
△51,808  

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 パッケージ事業 サービス事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,928,888 1,776,631 3,705,519

セグメント間の内部売上高又は振替高 34,917 28,252 63,169

計 1,963,805 1,804,883 3,768,689

セグメント利益又は損失（△） 543,086 △29,765 513,321

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 513,321  

セグメント間取引消去 6,844  

全社費用（注） △299,890  

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業

利益
220,276  

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△5円48銭 29円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△27,177 147,091

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△27,177 147,091

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,955 4,955

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年１月29日

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　木　直　哉

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 東　　　大　夏

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・

ティ・ティ・データ・イントラマートの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成27年10月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート及び連結子会社

の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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